
（１）収益的収入及び支出
収入

第1款  下水道事業収益

  第1項  営業収益

  第2項  営業外収益

  第3項  特別利益

支出

第1款  下水道事業費用 2,966,546,000 △21,841,000 0 0 0 2,944,705,000

  第1項  営業費用 2,792,004,000 △9,222,000 0 0 0 2,782,782,000

  第2項  営業外費用 149,047,000 △12,619,000 3,364,000 0 0 139,792,000

  第3項  特別損失 17,995,000 0 0 0 0 17,995,000

  第4項  予備費 7,500,000 0 △3,364,000 0 0 4,136,000

（２）資本的収入及び支出
収入

第1款  資本的収入 613,955,000 76,550,000 62,450,000 0

  第1項  企業債 192,800,000 32,500,000 28,800,000 0

  第2項  出資金 326,102,000 0 0 0

  第3項  補助金 94,000,000 44,050,000 33,650,000 0

  第4項  負担金 1,053,000 0 0 0

支出

第1款  資本的支出 880,504,000 38,353,000 0 0 918,857,000 80,761,000

  第1項  建設改良費 412,353,000 38,353,000 0 0 450,706,000 80,761,000

  第2項  固定資産購入費 367,000 0 0 0 367,000 0

  第3項  企業債償還金 460,284,000 0 0 0 460,284,000 0

  第4項  予備費 7,500,000 0 0 0 7,500,000 0

区　　分
当初予算額 補正予算額

地方公営企業法
第24条第３項の規定による
支出額に係る財源充当額

3,016,798,000 0 0

小計

1,091,789,000 0 0

0

区　　分
当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額

地方公営企業法第24
条第３項の規定によ

る支出額

0 0

区　　分
当初予算額 補正予算額 小計

地方自治法第213条
の規定による繰越額
に係る財源充当額

継続費逓次繰
越額に係る財

源充当額

690,505,000

326,102,000

予　　　　　　　　　　　　　　算

当初予算額

予　　　　　　　　　　　　　　算

予　　　　　　　　　　　　　　算

138,050,000

225,300,000

区　　分
補正予算額 予備費支出額 流用増減額 小計

地方自治法第
213条の規定に
よる繰越額

0

0

1,053,000

※資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額219,442,438円については、当年度分消費税及び地方消費税資本的

令和２年度君津富津広域下水道

予　　　　　　　　　　　　　　算

1,925,009,000



（単位：円）

85,505,502)

5,585)

0 2,944,705,000 2,821,491,913 0 123,213,087

0 2,782,782,000 2,664,811,937 0 117,970,063 56,024,259)

0 139,792,000 138,970,798 0 821,202

0 17,995,000 17,709,178 0 285,822 65,227)

0 4,136,000 0 0 4,136,000

0 999,618,000 734,723,438 124,204,000 104,000,000 228,204,000 36,690,562

0 531,467,000 274,173,840 124,204,000 104,000,000 228,204,000 29,089,160 19,686,560)

0 367,000 266,200 0 0 0 100,800 24,200)

0 460,284,000 460,283,398 0 0 0 602

0 7,500,000 0 0 0 0 7,500,000

合計

12,620,032

決算額

(うち仮払消費税及び地方消費税

(うち仮払消費税及び
地方消費税

(うち仮払消費税及び
地方消費税

予算額に比べ
決算額の増減

(うち仮払消費税及び地方消費税

備考

9,573,494 (うち仮受消費税及び地方消費税

備考

1,921,253,828 △3,755,172

地方自治法
第213条の規
定による繰

越額

合計
不用額

3,016,798,000

0

決算額

地方公営企業
法第26条第２
項の規定によ

る繰越額

1,091,789,000

3,029,418,032

1,101,362,494

1,925,009,000

決算額
予算額に比べ
決算額の増減

備考

752,955,000 515,281,000 △237,674,000

130,000,000 △124,100,000

326,102,000 326,102,000 0

額

1,053,000 1,224,455 171,455

額

額

額

171,700,000

254,100,000

合計

不用額 備考継続費逓次
繰越額

合計
決算額

翌年度繰越額

地方公営企業
法第26条の規
定による繰越

額

継続費逓次
繰越額

合計

57,954,545 △113,745,455

収支調整額13,792,860円、当年度分損益勘定留保資金113,283,809円、引継金92,365,769円により補填した。

(うち仮受消費税及び地方消費税

組合下水道事業決算報告書

6,801,710 6,801,710



（単位：円）

１
(1) 下 水 道 使 用 料 855,485,376
(2) 関 係 市 負 担 金 153,247,000
(3) 認 可 区 域 外 流 入 負 担 金 6,619,296
(4) そ の 他 の 営 業 収 益 505,320 1,015,856,992

２
(1) 議 会 費 1,901,412
(2) 管 渠 費 68,167,678
(3) ポ ン プ 場 費 22,104,957
(4) 都 市 下 水 路 維 持 管 理 費 1,597,470
(5) 処 理 場 費 494,710,286
(6) 業 務 費 100,771,880
(7) 総 係 費 85,439,119
(8) 監 査 委 員 費 327,631
(9) 減 価 償 却 費 1,833,767,245 2,608,787,678

1,592,930,686

３
(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 12,733
(2) 関 係 市 負 担 金 199,651,000
(3) 長 期 前 受 金 戻 入 1,720,483,436
(4) 雑 収 益 1,101,074 1,921,248,243

４
(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 128,606,944
(2) 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 653,013 129,259,957 1,791,988,286

199,057,600

５
(1) 消費税及び地方消費税還付金 6,801,710 6,801,710

６
(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 815,846
(2) そ の 他 の 特 別 損 失 16,828,105 17,643,951 △ 10,842,241

188,215,359

0

0

188,215,359

前 年 度 繰 越 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

その他の未処分利益剰余金変動額

営 業 損 失

令和２年度　君津富津広域下水道組合下水道事業損益計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用



（単位：円）

国庫補助金 関係市負担金
受贈資産
評価額

資本剰余
金合計

未処分利益
剰余金

利益剰余
金合計

1,869,798,896 584,592,336 670,085,186 0 1,254,677,522 0 0 3,124,476,418

326,102,000 0 0 0 0 188,215,359 188,215,359 514,317,359

326,102,000 0 0 0 0 0 0 326,102,000

0 0 0 0 0 188,215,359 188,215,359 188,215,359

(当年度未処分
利益剰余金)

188,215,359

（単位：円）

2,195,900,896 1,254,677,522 188,215,359

0 0 0

0 0 0

0 0 0

令和２年度 君津富津広域下水道組合下水道事業剰余金計算書   

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

資本金

剰余金

資本合計
資本剰余金 利益剰余金

670,085,186 0 1,254,677,522

当年度期首残高

当年度変動額

他会計出資金の受入

当年度純利益

議会の議決による処分額

188,215,359

令和２年度 君津富津広域下水道組合下水道事業剰余金処分計算書

資本金 資本剰余金

3,638,793,777当年度末残高 2,195,900,896 584,592,336

未処分利益剰余金

2,195,900,896 1,254,677,522 188,215,359

減債積立金の積立

資本金への組入

処分後残高

当年度末残高



令和２年度　君津富津広域下水道組合下水道事業貸借対照表

（単位：円）

１

(1)

イ 1,366,045,989

ロ 1,288,338,837

△ 63,028,935 1,225,309,902

ハ 31,152,738,984

△ 1,494,576,466 29,658,162,518

ニ 3,363,798,032

△ 276,040,113 3,087,757,919

ホ 271,675

0 271,675

ヘ 2,252,527

△ 121,731 2,130,796

ト 6,023,637

35,345,702,436

35,345,702,436

２

(1) 585,981,940

(2) 175,555,699

△ 933,269 174,622,430

760,604,370

36,106,306,806

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

未 収 金

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

（ 令和３年３月３１日現在 ）

【 資　産　の　部 】

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

未 収 金 貸 倒 引 当 金



【 負　債　の　部 】

３

(1)

イ
7,872,409,786

7,872,409,786

7,872,409,786

４

(1)

イ
417,513,531

417,513,531

(2) 110,996,067

(3)

イ 14,716,000

ロ 2,775,000

17,491,000

(4) 380,000

(5)

546,380,598

５

(1) 25,769,206,081

(2)
△ 1,720,483,436

24,048,722,645

32,467,513,029

【 資　本　の　部 】

６

(1) 1,869,798,896

(2) 0

(3) 326,102,000

2,195,900,896

７

(1)

イ 584,592,336

ロ 670,085,186

1,254,677,522

(2)

イ 188,215,359

188,215,359

1,442,892,881

3,638,793,777

36,106,306,806

企 業 債

固 定 負 債

充 て る た め の 企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

繰 延 収 益

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 金

固 有 資 本 金

出 資 金

繰 入 資 本 金

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

未処分利益剰余金

収 益 化 累 計 額

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

関 係 市 補 助 金

長 期 前 受 金



注 記 表 

Ⅰ. 重要な会計方針 

   本年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 

１ 有形固定資産の減価償却の方法 

  ・減価償却の方法  定額法による。 

  ・主な耐用年数 

    建物            8年～50年 

    構築物          10年～50年 

    機械及び装置        6年～30年 

    車両運搬具         5年 

    工具，器具及び備品     5年～10年 

         

２ 引当金の計上方法 

  (1) 退職給付引当金 

職員の退職手当は、派遣元の両市がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当

金は計上していない。 

  (2) 賞与引当金及び法定福利引当金 

      職員の期末勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における

支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

(3) 貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため，合理的な基準により算出した回収不能見込額を計上

している。 

 

 ３ 消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。 

 

Ⅱ. 貸借対照表等に関する注記 

 １ 企業債の償還に係る一般会計の負担 

  貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のもの

も含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、312,899,000円である。 

 

Ⅲ. セグメント情報に関する注記 

 １ 報告セグメントの概要 

  君津富津広域下水道組合下水道事業は、公共下水道事業を運営しており、汚水処理のみを行ってい

ることから報告セグメントは単一としている。 

 

Ⅳ. リース契約により使用する固定資産 

 １ リース会計に係る特例措置 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理による。 

 

 ２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

   １年内     5,642,424円 

   １年超     7,235,192円 

    計     12,877,616円 

 

Ⅴ. 重要な後発事象に関する注記 

   該当なし。 


